
令和元年度

低周波

 4,930  998  39  9  2,798  25  423  1  662

  発生源側に対する行政指導が中心  3,347  662  5  4  1,950  7 326 - 400

  当事者間の話合いが中心  91  9  1 -  58 - 11 - 12

  申立人に対する説得が中心  174  39  2  2  102  2 13 - 16

  原因の調査が中心  1,004  214  28  3  510  13 63 1 185

  その他  314  74  3 -  178  3 10 - 49

処理方法

７　典型７公害苦情処理方法

典　　　　型　　　　７　　　　公　　　　害

計
大気
汚染

地盤
沈下

水質
汚濁

区      分 土壌
汚染

騒音 振動 悪臭

発生源側に対す

る行政指導が中心

68%

当事者間の話

合いが中心

2%

申立人に対す

る説得が中心

4%

原因の調査が

中心

20%

その他

6%

典型７公害苦情処理方法


